
【地方自治法（抄）】 

第十四条 （略） 

② （略） 

③ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、

条例に違反した者に対し、二年以下の拘禁刑、百万円以下の罰金、拘留、科料若し

くは没収の刑又は五万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。 

第十五条 （略） 

② 普通地方公共団体の長は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公

共団体の規則中に、規則に違反した者に対し、五万円以下の過料を科する旨の規定

を設けることができる。 

第九十八条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務に

あつては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除

き、法定受託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由によ

り議会の検査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）

に関する書類及び計算書を検閲し、当該普通地方公共団体の長、教育委員会、選挙

管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員

会又は監査委員その他法律に基づく委員会又は委員の報告を請求して、当該事務の

管理、議決の執行及び出納を検査することができる。 

② 議会は、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労

働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託

事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により本項の監

査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）に関する

監査を求め、監査の結果に関する報告を請求することができる。この場合における

監査の実施については、第百九十九条第二項後段の規定を準用する。 

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長

の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

第百四十九条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

一 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。 

二 予算を調製し、及びこれを執行すること。 

三 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料

を科すること。 

四 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 

五 会計を監督すること。 

六 財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

七 公の施設を設置し、管理し、及び廃止すること。 

八 証書及び公文書類を保管すること。 

九 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。 

第百九十九条 （略） 

②～⑥ （略） 



⑦ 監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求がある

ときは、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利

子補給その他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財

政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資してい

るもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払

を保証しているもの、当該普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定める

ものの受託者及び当該普通地方公共団体が第二百四十四条の二第三項の規定に基

づき公の施設の管理を行わせているものについても、同様とする。 

⑧ 監査委員は、監査のため必要があると認めるときは、関係人の出頭を求め、若し

くは関係人について調査し、若しくは関係人に対し帳簿、書類その他の記録の提出

を求め、又は学識経験を有する者等から意見を聴くことができる。 

⑨～⑮ （略） 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可

を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することが

できる。 

（手数料） 

第二百二十七条 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のた

めにするものにつき、手数料を徴収することができる。 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第二百二十八条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例

でこれを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に統一

して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下本項に

おいて「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合においては、当該標

準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額の手数料を徴

収することを標準として条例を定めなければならない。 

２ 分担金、使用料、加入金及び手数料の徴収に関しては、次項に定めるものを除く

ほか、条例で五万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

３ 詐欺その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収を免れ

た者については、条例でその徴収を免れた金額の五倍に相当する金額（当該五倍に

相当する金額が五万円を超えないときは、五万円とする。）以下の過料を科する規

定を設けることができる。 

（分担金等の徴収に関する処分についての審査請求） 

第二百二十九条 普通地方公共団体の長以外の機関がした分担金、使用料、加入金又

は手数料の徴収に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が当該

機関の最上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してす

るものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、分担金、使用料、加入金又は手数料の徴収に関する処

分についての審査請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下する



ときを除き、議会に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければ

ならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を

却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

５ 第二項の審査請求に対する裁決を経た後でなければ、同項の処分については、裁

判所に出訴することができない。 

（督促、滞納処分等） 

第二百三十一条の三 分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他の普通地方公共

団体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、

期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をした場合

には、条例で定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。 

３～１２ （略） 

（契約の履行の確保） 

第二百三十四条の二 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負

契約又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共

団体の職員は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又は

その受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合

において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）

をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 

２ 普通地方公共団体が契約の相手方をして契約保証金を納付させた場合において、

契約の相手方が契約上の義務を履行しないときは、その契約保証金（政令の定める

ところによりその納付に代えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団

体に帰属するものとする。ただし、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定

めをしたときは、その定めたところによるものとする。 

（現金及び有価証券の保管） 

第二百三十五条の四 普通地方公共団体の歳入歳出に属する現金（以下「歳計現金」

という。）は、政令の定めるところにより、最も確実かつ有利な方法によりこれを

保管しなければならない。 

２ 債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所有に属しない現金又

は有価証券は、法律又は政令の規定によるのでなければ、これを保管することがで

きない。 

３ 法令又は契約に特別の定めがあるものを除くほか、普通地方公共団体が保管する

前項の現金（以下「歳入歳出外現金」という。）には、利子を付さない。 

（行政財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の四 行政財産は、次項から第四項までに定めるものを除くほか、こ

れを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又

はこれに私権を設定することができない。 



２ 行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度において、

貸し付け、又は私権を設定することができる。 

一 当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である土地の上に政令で定める堅

固な建物その他の土地に定着する工作物であつて当該行政財産である土地の供

用の目的を効果的に達成することに資すると認められるものを所有し、又は所有

しようとする場合（当該普通地方公共団体と一棟の建物を区分して所有する場合

を除く。）において、その者（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が当該

行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土

地を貸し付けるとき。 

二 普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又は政令で定める法人と行政財産で

ある土地の上に一棟の建物を区分して所有するためその者に当該土地を貸し付

ける場合 

三 普通地方公共団体が行政財産である土地及びその隣接地の上に当該普通地方

公共団体以外の者と一棟の建物を区分して所有するためその者（当該建物のうち

行政財産である部分を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法

による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し付ける場合 

四 行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地（以下

この号において「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余裕がある

場合として政令で定める場合において、当該普通地方公共団体以外の者（当該庁

舎等を管理する普通地方公共団体が当該庁舎等の適正な方法による管理を行う

上で適当と認める者に限る。）に当該余裕がある部分を貸し付けるとき（前三号

に掲げる場合に該当する場合を除く。）。 

五 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の経営する

鉄道、道路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために

当該土地に地上権を設定するとき。 

六 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の使用する

電線路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために当該

土地に地役権を設定するとき。 

３ 前項第二号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受けた者

が当該土地の上に所有する一棟の建物の一部（以下この項及び次項において「特定

施設」という。）を当該普通地方公共団体以外の者に譲渡しようとするときは、当

該特定施設を譲り受けようとする者（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が

当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該

土地を貸し付けることができる。 

４ 前項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により行政

財産である土地の貸付けを受けた者が当該特定施設を譲渡しようとする場合につ

いて準用する。 

５ 前三項の場合においては、次条第四項及び第五項の規定を準用する。 

６ 第一項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 



７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可すること

ができる。 

８ 前項の規定による許可を受けてする行政財産の使用については、借地借家法（平

成三年法律第九十号）の規定は、これを適用しない。 

９ 第七項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公用若しくは公共

用に供するため必要を生じたとき、又は許可の条件に違反する行為があると認める

ときは、普通地方公共団体の長又は委員会は、その許可を取り消すことができる。 

（私人の公金取扱いの制限） 

第二百四十三条 普通地方公共団体は、法律若しくはこれに基づく政令に特別の定め

がある場合又は次条第一項の規定により委託する場合を除くほか、公金の徴収若し

くは収納又は支出の権限を私人に委任し、又は私人をして行わせてはならない。 

（指定公金事務取扱者） 

第二百四十三条の二 普通地方公共団体の長は、公金の徴収若しくは収納又は支出に

関する事務（以下この条及び次条第一項において「公金事務」という。）を適切か

つ確実に遂行することができる者として政令で定める者のうち当該普通地方公共

団体の長が総務省令で定めるところにより指定するものに、この条から第二百四十

三条の二の六までの規定の定めるところにより、公金事務を委託することができる。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による委託をしたときは、当該委託を受け

た者（以下「指定公金事務取扱者」という。）の名称、住所又は事務所の所在地、

指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る歳入等又は歳出その他総務省令で

定める事項を告示しなければならない。 

３ 指定公金事務取扱者は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとする

ときは、総務省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を普通地方公共団体

の長に届け出なければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係

る事項を告示しなければならない。 

５ 指定公金事務取扱者は、第一項の規定により委託を受けた公金事務の一部につい

て、公金事務を適切かつ確実に遂行することができる者として政令で定める者に委

託をすることができる。この場合において、指定公金事務取扱者は、あらかじめ、

当該委託について普通地方公共団体の長の承認を受けなければならない。 

６ 前項の規定により公金事務の一部の委託を受けた者は、当該委託をした指定公金

事務取扱者の許諾を得た場合であつて、かつ、公金事務を適切かつ確実に遂行する

ことができる者として政令で定める者に対してするときに限り、その一部の再委託

をすることができる。この場合において、指定公金事務取扱者は、あらかじめ、当

該再委託について普通地方公共団体の長の承認を受けなければならない。 

７ 前項の規定により公金事務の一部の再委託を受けた者は、当該公金事務の一部の

委託を受けた者とみなして、同項の規定を適用する。 

８ 会計管理者は、指定公金事務取扱者について、定期及び臨時に公金事務の状況を

検査しなければならない。 



９ 会計管理者は、前項の規定による検査をしたときは、その結果に基づき、指定公

金事務取扱者に対して必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

１０ 監査委員は、第八項の規定による検査について、会計管理者に対し報告を求め

ることができる。 

（指定公金事務取扱者の帳簿保存等の義務） 

第二百四十三条の二の二 指定公金事務取扱者は、総務省令で定めるところにより、

帳簿を備え付け、これに公金事務に関する事項を記載し、及びこれを保存しなけれ

ばならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前条、この条及び第二百四十三条の二の四から第二百

四十三条の二の六までの規定を施行するため必要があると認めるときは、その必要

な限度で、総務省令で定めるところにより、指定公金事務取扱者に対し、報告をさ

せることができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、前条、この条及び第二百四十三条の二の四から第二百

四十三条の二の六までの規定を施行するため必要があると認めるときは、その必要

な限度で、その職員に、指定公金事務取扱者の事務所に立ち入り、指定公金事務取

扱者の帳簿書類その他必要な物件を検査させ、又は関係者に質問させることができ

る。 

４ 前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、

関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

５ 第三項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

（指定公金事務取扱者の指定の取消し） 

第二百四十三条の二の三 普通地方公共団体の長は、指定公金事務取扱者が次の各号

のいずれかに該当するときは、総務省令で定めるところにより、第二百四十三条の

二第一項の規定による指定を取り消すことができる。 

一 第二百四十三条の二第一項に規定する政令で定める者に該当しなくなつたと

き。 

二 前条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは

帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかつたとき。 

三 前条第二項又は第二百四十三条の二の六第三項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をしたとき。 

四 前条第三項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は同項の規定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を

告示しなければならない。 

（公金の徴収の委託） 

第二百四十三条の二の四 普通地方公共団体の長が第二百四十三条の二第一項の規

定によりその徴収に関する事務を委託することができる歳入は、他の法律又はこれ

に基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、政令で定めるものとする。 

２ 指定公金事務取扱者（歳入の徴収に関する事務の委託を受けた者に限る。以下こ



の条において同じ。）は、現金の納付その他総務省令で定める方法により納入義務

者から歳入の納付を受けるものとする。 

３ 前項の場合において、普通地方公共団体の歳入の納入義務は、納入義務者が指定

公金事務取扱者に当該歳入を納付したときに履行されたものとする。 

４ 指定公金事務取扱者は、政令の定めるところにより、その徴収した歳入を普通地

方公共団体に払い込まなければならない。 

（公金の収納の委託） 

第二百四十三条の二の五 普通地方公共団体の長が第二百四十三条の二第一項の規

定によりその収納に関する事務を委託することができる歳入等は、次の各号のいず

れにも該当するものとして当該普通地方公共団体の長が定めるものとする。 

一 指定公金事務取扱者が収納することにより、その収入の確保及び住民の便益の

増進に寄与すると認められるもの 

二 その性質上その収納に関する事務を委託することが適当でないものとして総

務省令で定めるもの以外のもの 

２ 指定公金事務取扱者（歳入等の収納に関する事務の委託を受けた者に限る。次項

において同じ。）は、第二百三十一条の規定による納入の通知（その性質上納入の

通知を必要としない歳入等にあつては、普通地方公共団体の長が定める方法）に基

づかなければ、歳入等の収納をすることができない。 

３ 前条第二項から第四項までの規定は、指定公金事務取扱者が歳入等の収納をする

場合について準用する。 

（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用

に供するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）

は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取

扱いをしてはならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定め

があるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要

なものについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせよ

うとするときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければな

らない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通

地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 



４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業

務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報

告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならな

い。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設

の利用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入

として収受させることができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条

例の定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指

定管理者は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受け

なければならない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の

適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報

告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定

管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用） 

第二百四十四条の三 普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通

地方公共団体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方

公共団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。 

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第二百四十四条の四 普通地方公共団体の長以外の機関（指定管理者を含む。）がし

た公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体

の長が当該機関の最上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長

に対してするものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての審査

請求がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議会

に諮問した上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければ

ならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を



却下したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

（包括外部監査人の監査） 

第二百五十二条の三十七 （略） 

２～３ （略） 

４ 包括外部監査対象団体は、当該包括外部監査対象団体が第百九十九条第七項に規

定する財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助

に係るもの、当該包括外部監査対象団体が出資しているもので同項の政令で定める

ものの出納その他の事務の執行で当該出資に係るもの、当該包括外部監査対象団体

が借入金の元金若しくは利子の支払を保証しているものの出納その他の事務の執

行で当該保証に係るもの、当該包括外部監査対象団体が受益権を有する信託で同項

の政令で定めるものの受託者の出納その他の事務の執行で当該信託に係るもの又

は当該包括外部監査対象団体が第二百四十四条の二第三項の規定に基づき公の施

設の管理を行わせているものの出納その他の事務の執行で当該管理の業務に係る

ものについて、包括外部監査人が必要があると認めるときは監査することができる

ことを条例により定めることができる。 

５ （略） 

（第百九十九条第七項の規定による監査の特例） 

第二百五十二条の四十二 普通地方公共団体が第百九十九条第七項に規定する財政

的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの、

普通地方公共団体が出資しているもので同項の政令で定めるものの出納その他の

事務の執行で当該出資に係るもの、普通地方公共団体が借入金の元金若しくは利子

の支払を保証しているものの出納その他の事務の執行で当該保証に係るもの、普通

地方公共団体が受益権を有する信託で同項の政令で定めるものの受託者の出納そ

の他の事務の執行で当該信託に係るもの又は普通地方公共団体が第二百四十四条

の二第三項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものの出納その他の事

務の執行で当該管理の業務に係るものについての第百九十九条第七項の要求に係

る監査について、監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができるこ

とを条例により定める普通地方公共団体の長は、同項の要求をする場合において、

特に必要があると認めるときは、その理由を付して、併せて監査委員の監査に代え

て個別外部監査契約に基づく監査によることを求めることができる。 

２～６ （略） 

 

 

【地方自治法施行令（抄）】 

（指定公金事務取扱者等の要件） 

第百七十三条 地方自治法第二百四十三条の二第一項、第五項及び第六項（同条第七

項の規定により適用する場合を含む。）に規定する政令で定める者は、次の各号に

掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

一 地方自治法第二百四十三条の二第一項に規定する公金事務（次号において「公



金事務」という。）を適切かつ確実に遂行することができる財産的基礎を有する

こと。 

二 その人的構成等に照らして、公金事務を適切かつ確実に遂行することができる

知識及び経験を有し、かつ、十分な社会的信用を有すること。 

（公金の徴収又は収納の委託） 

第百七十三条の二 地方自治法第二百四十三条の二の四第一項に規定する政令で定

めるものは、次に掲げる普通地方公共団体の歳入のうち、同法第二百四十三条の二

第二項に規定する指定公金事務取扱者（次項において「指定公金事務取扱者」とい

う。）が徴収することにより、その収入の確保及び住民の便益の増進に寄与すると

普通地方公共団体の長が認めるものとする。 

一 使用料 

二 手数料 

三 賃貸料 

四 物品売払代金 

五 寄附金 

六 貸付金の元利償還金 

七 第一号及び第二号に掲げる歳入に係る延滞金並びに第三号から前号までに掲

げる歳入に係る遅延損害金 

２ 指定公金事務取扱者（歳入の徴収又は歳入等（地方自治法第二百三十一条の二の

二に規定する歳入等をいう。以下この項において同じ。）の収納に関する事務の委

託を受けた者に限る。）は、普通地方公共団体の規則の定めるところにより、その

徴収した歳入又はその収納した歳入等を、その内容を示す計算書（当該計算書に記

載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）を添えて、会計管理者又は指定金融

機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関若しくは収納事務取扱金融機関に払い

込まなければならない。 

 


